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スチュワードシップ活動方針 

原則 1 

機関投資家は、スチュワードシップ責任を果たすための明確な方針を策定し、これを

公表すべきである。 

 

ニューバーガー・バーマン（以下「当社」）は、責任ある資産運用会社として適切に

スチュワードシップ責任を果たすため、2025 年 6 月に改訂された金融庁公表に係る

「責任ある機関投資家」の諸原則≪日本版スチュワードシップ・コード≫を受け入れ

ることを表明いたします。 

 

当社は、投資先企業との建設的な「目的を持った対話」（エンゲージメント）や投資

先企業に対する議決権行使などを通じて、中長期的な視点から企業価値向上やその持

続的成長を促し、顧客の中長期的な投資リターンの拡大を図り、経済の成長に結びつ

く資金の適切な供給を通じて企業の持続的成長や産業の発展及び社会的課題の解決に

貢献し、社会的使命を帯びた資産運用会社としての責任を果たすため、本方針を策

定・公表いたします。 

 

また、当社のスチュワードシップおよびサステナビリティ投資に対する取組みについ

て、「2024 Stewardship and Sustainable Investing Report」を含む、当社ウェブサイト

上で公表される各種報告書にて公表いたします。 

 

原則 2 

機関投資家は、スチュワードシップ責任を果たす上で管理すべき利益相反について、

明確な方針を策定し、これを公表すべきである。 

 

1. 利益相反類型の特定と管理の方針 

・ 当社は、従業員が自社株式を 100%保有するプライベート経営の独立系資産運用会

社であることから、親会社の経営方針やグループ内の他部門の収益又は外部株主

の利益のために資産運用部門が顧客の利害に一致しない運用を行うことは基本的

に想定されません。 

・ 当社の従業員は、当社が運用する各種戦略に投資することがあり、またポートフ

ォリオ・マネージャーは原則として自身が運用する戦略に投資しております。さ

らに、ポートフォリオ・マネージャーの報酬体系は、自身が運用する戦略の運用

成績に連動することから、当社は真に顧客と同じ利害を共有していると考えま

す。 

https://www.nb.com/handlers/documents.ashx?id=91ff4b66-4b78-4e9c-810b-948fc9584996&name=Neuberger%20Berman%202024%20Stewardship%20and%20Sustainable%20Investing%20Report_JP
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・ 当社は、グローバルな資産運用会社として多数のファンドを同時に運用すること

などから、「利益相反管理方針」を定め、個別の事例に応じて適切に潜在的な利

益相反を管理しています。 

 

当社の利益相反管理方針の概要は以下の通りです。 

【管理の対象となる取引の例】 

・ 当社が顧客資産の投資先企業と取引その他の業務上の関係を有する場合 

・ 当社の従業員が投資を行う企業に投資する場合 

・ 資産運用を受託する複数の顧客・受益者の利害や意向が対立する場合 

 

【具体的な利益相反の管理方法について】 

・ 情報遮断の措置をとること 

・ 顧客ガイドラインや運用プロセスを客観的な手続きに従い実施する等により、恣

意性を排除すること 

・ 利益相反の状況について開示をすること（又は当該状況での取引等の遂行につい

て同意を得ること） 

・ 運用方針・取引条件を変更すること（一部停止等を含む） 

・ 顧客利益を優先するため当社従業員による証券取引を制限することなど 

 

利益相反の管理に当たっては、営業部門から独立した法務・コンプライアンス部門を

利益相反管理部門及び法務・コンプライアンス部門の責任者を利益相反管理統括者と

して、利益相反管理について他部署からの指示、影響を受けずに、利益相反取引に該

当するか否かの判断、また該当する場合の管理方法等を決定します。 

 

2. 議決権行使場面における利益相反管理 

議決権行使に関して潜在的な利益相反があると考えられる場合には、その影響を実効

的に排除するため、当社のガバナンス・議決権行使委員会において当社とその顧客と

の間に議決権行使に関連して重大な利益相反があるか否かを判断します。 

 

ガバナンス・議決権行使委員会において利益相反があると判断された場合には、以下

の措置を検討します。 

・ 顧客に対し利益相反状況を開示し、議決権の行使に関して顧客から書面による指

示を得る 

・ 顧客に対し議決権の行使方法を決定する第三者の選任を提案する 

・ 適用される法令、規制、及び運用上の要件の範囲内で、議案に対して他の株式が

投票されるのと同じ割合で投票されるよう指示する 

https://www.nb.com/handlers/documents.ashx?id=b62e10c5-74c1-4278-9aac-9598cfdb6c02&name=J_Conflicts_of_interest
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・ 議決権の行使方法を決定する独立の第三者を選任する 

・ 議決権行使助言会社であるグラス・ルイスが当社の議決権行使ガイドラインに従

い議決権を行使する 

 

当社の議決権行使ガイドラインから乖離した議決権行使に関する判断にあたっては、

ガバナンス・議決権行使委員会において、発行体と当社との取引関係、ポートフォリ

オ・マネージャーと発行体の役員等との個人又はビジネス上の関係、合弁事業の関

係、発行体と当社のシニアマネジメントとの間の取引関係等が考慮されます。 

 

ガバナンス・議決権行使委員会には、最高投資責任者やポートフォリオ・マネージャ

ーに加え、法務・コンプライアンス部門のシニアマネジメントもアドバイザーとして

参加しており、同委員会で賛否同数となった事案については、法務・コンプライアン

ス部門のシニアマネジメントによる賛成または反対票に基づき決議されます。 

 

当社の経営陣は、取締役会、ガバナンス・議決権行使委員会、スチュワードシップお

よびサステナブル投資委員会における適切な検討を通じて、ガバナンスの強化及び利

益相反管理を推進しています。 

 

原則 3 

機関投資家は、投資先企業の持続的成長に向けてスチュワードシップ責任を適切に果

たすため、当該企業の状況を的確に把握すべきである。 

 

1. 投資プロセスにおける財務的に重要な環境・社会・ガバナンスを考慮した評価基準

の組み入れ 

財務的に重要な環境・社会・ガバナンスを考慮した評価基準（ファクター）を投資プ

ロセスに組み入れること（インテグレーション）は、長期投資の観点から非常に重要

なリターン源泉となることがあり、リスクやビジネス機会を考慮したプロアクティブ

な経営戦略を持つ企業は、多くの場合、持続的な競争優位性を有していると考えま

す。 

 

当社は、1940 年初頭に「ネガティブ・スクリーニング」を開始し、1989 年に「社会

的責任投資チーム」を設立するなど、環境・社会・ガバナンスファクターをいち早く

投資プロセスへ導入してまいりました。今日においても、環境・社会・ガバナンスフ

ァクターは、特定の資産クラスや各投資戦略のスタイルに準じた方法として、投資プ

ロセスに組み込まれるべきであるという信念に基づき、重要な課題として取り組み続

けています。当社の幅広い投資プラットフォームにおける ESG インテグレーションの

https://www.nb.com/handlers/documents.ashx?id=0f835ab1-e850-46db-bdf8-656f417ea90f&name=J_nb_proxy_policy_guidelines
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度合いは、資産クラス、資本構成、セクター、地理的要因、発行体の規模や属性、証

券の保有期間、経営への影響力等により決定されます。 

 

長期的に環境・社会・ガバナンスファクターを投資プロセスにインテグレートする最

も効果的な方法は、投資チームが投資プロセスにおいて、環境・社会・ガバナンスフ

ァクターに関する調査・分析結果を考慮することと考えます。このような理由から、

当社では資産クラスレベルにおいて ESG インテグレーション指針を策定し、リサー

チ・アナリストは当該指針に基づき環境・社会・ガバナンスファクターに関する調

査・分析を行っています。 

 

2. エンゲージメントにおける環境・社会・ガバナンスの考慮 

当社では、建設的かつ実用的な方法による企業とのエンゲージメントを重視してお

り、企業経営者と直接的なコミュニケーションを通じて、当社の意見や懸念事項につ

いてご理解頂けるよう努めております。また株主として、企業とのコミュニケーショ

ン、議決権行使、株主提案、業界との連携、他の運用会社との協働、議決権行使の判

断に関する開示等、さまざまなエンゲージメントの方法を活用しています。  

 

当社は、資産運用業界におけるネットワークの強化、レポートやリサーチ・プロセス

の強化等により、財務的に重要な環境・社会・ガバナンス関連の取り組み向上に努め

ています。また、企業に対し財務的に重要な関連の課題に関する啓蒙活動及びより充

実した関連開示を目指した活動を行っています。 

 

スチュワードシップ及び持続可能な投資に関する当社の取り組みについては、「2024 

Stewardship and Sustainable Investing Report」をご参照ください。 

 

原則 4 

機関投資家は、投資先企業との建設的な「目的を持った対話」を通じて、投資先企業

と認識の共有を図るとともに、問題の改善に努めるべきである。 

 

当社は、エンゲージメントの本質は、企業に対し建設的な影響を及ぼすコーポレー

ト・ガバナンス活動及びその他の財務的に重要な課題に重点を置いた投資家と投資先

企業の対話にあり、長期的に持続可能なリターンの創出を目指すところにあるという

信念を持っています。当社によるエンゲージメントのアプローチは、「Stewardship 

and Engagement Policy」において体系的に定めています。エンゲージメント活動は原則

として単独で行うこととしておりますが、海外も含む他の機関投資家と協働したエン

ゲージメントに取り組むことも検討いたします。 

https://www.nb.com/handlers/documents.ashx?id=91ff4b66-4b78-4e9c-810b-948fc9584996&name=Neuberger%20Berman%202024%20Stewardship%20and%20Sustainable%20Investing%20Report_JP
https://www.nb.com/handlers/documents.ashx?id=91ff4b66-4b78-4e9c-810b-948fc9584996&name=Neuberger%20Berman%202024%20Stewardship%20and%20Sustainable%20Investing%20Report_JP
https://www.nb.com/handlers/documents.ashx?id=aba155d6-e78e-4668-800f-fa69f05d45d0&name=Stewardship_and_Engagement_Policy_043021.pdfStewardship%20and%20Engagement%20Policy
https://www.nb.com/handlers/documents.ashx?id=aba155d6-e78e-4668-800f-fa69f05d45d0&name=Stewardship_and_Engagement_Policy_043021.pdfStewardship%20and%20Engagement%20Policy
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エンゲージメントの内容は、企業の長期的な企業価値向上を目指す上で重要性の高い

財務及び非財務（財務的に重要な環境・社会・ガバナンスやサステナビリティ等）に

関する課題を中心としたものであり、担当アナリスト及びポートフォリオ・マネージ

ャーは、これらの課題への取組みについて、投資先企業の経営陣と定期的に対話を行

っています。投資先企業の対応が不十分であると判断した場合、取締役会への書面に

よる提言や面談の要請なども検討いたします。 

 

特に議決権行使はエンゲージメントの最も重要な方法の一つであると考えており、

「議決権行使ガイドライン」に基づく適切な議決権行使を行っています。 

 

さらに、投資先企業から求めがあった場合には、原則として、大量保有報告書で開示

される「保有株券等の数（総数）」と整合的な内容の株式保有状況をお伝えいたしま

す。 

 

なおエンゲージメントは、未公表の重要事実を求めるものではありませんが、エンゲ

ージメントの過程において未公表の重要事実に該当する可能性のある情報を受領した

場合は、社内規程に基づき適切な管理を行います 

 

原則 5 

機関投資家は、議決権の行使と行使結果の公表について明確な方針を持つとともに、

議決権行使の方針については、単に形式的な判断基準に留まるのではなく、投資先企

業の持続的成長に資するものとなるよう工夫すべきである。 

 

当社は、適切な議決権行使を行うことを目的とし、「Proxy Voting Policies and 

Procedures」及び「議決権行使ガイドライン」を定めております。議決権行使を通じ

たエンゲージメントの実施は、顧客の最善の利益を目指した受託者責任を徹底するこ

とであるとともに、株主価値の創出に対するアプローチにおいても重要な要素である

と考えています。 

 

当社グループにおける議決権行使結果及び理由の公表については、こちらをご参照く

ださい。 

 

また当社では、中長期的なエンゲージメント活動の目標として、コーポレート・ガバ

ナンス、資本政策、気候変動リスク、ジェンダーダイバーシティ等の特に重要な事項

に関連する議決権行使の判断理由を投資先企業に積極的に説明しております。 

https://www.nb.com/handlers/documents.ashx?id=0f835ab1-e850-46db-bdf8-656f417ea90f&name=J_nb_proxy_policy_guidelines
https://www.nb.com/handlers/documents.ashx?id=e6b2f962-93ae-48b5-854e-627c89b3ea7f&name=S0301_nb_proxy_policy_procedures
https://www.nb.com/handlers/documents.ashx?id=e6b2f962-93ae-48b5-854e-627c89b3ea7f&name=S0301_nb_proxy_policy_procedures
https://www.nb.com/handlers/documents.ashx?id=0f835ab1-e850-46db-bdf8-656f417ea90f&name=J_nb_proxy_policy_guidelines
https://www.nb.com/ja/jp/stewardship/nb-votes?section=engagement-and-proxy-voting
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原則 6 

機関投資家は、議決権の行使も含め、スチュワードシップ責任をどのように果たして

いるのかについて、原則として、顧客・受益者に対して定期的に報告を行うべきであ

る。 

 

当社は、エンゲージメントの実施状況、議決権行使及び利益相反管理の状況等を含む

スチュワードシップ活動状況全般を評価分析し、その結果を年次で公表します。ま

た、こうしたスチュワードシップ活動状況の評価分析結果に基づく中長期的なアクシ

ョンプランも検討してまいります。さらに、ジャパン・スチュワードシップ・イニシ

アティブ(JSI)への参加を通じ、効率的かつ効果的な報告を目指してまいります。 

 

原則 7 

機関投資家は、投資先企業の持続的成長に資するよう、投資先企業やその事業環境等

に関する深い理解のほか運用戦略に応じたサステナビリティの考慮に基づき、当該企

業との対話やスチュワードシップ活動に伴う判断を適切に行うための実力を備えるべ

きである。 

 

1. ガバナンス 

当社では、取締役会に加え、運営委員会、パートナーシップ委員会、投資リスク委員

会とオペレーショナル・リスク委員会を設置しています。 

・ 運営委員会 

ビジネス部門、営業部門及び各ミドル・バックオフィス部門の責任者により構成

され、業務活動を所管します。 

・ パートナーシップ委員会 

投資部門及び営業部門のシニアマネジメントにより構成され、最重要かつ戦略的

な意思決定を行います。 

・ 投資リスク委員会 

リスク管理部門と各資産クラスの運用責任者により構成され、投資リスクに関す

る検討を行います。 

・ オペレーショナル・リスク委員会 

内部管理部門のシニアマネジメントにより構成され、オペレーショナル・リスク

に関する評価及び審議を行います。 

 

2. スチュワードシップ活動関連委員会 

当社では、スチュワードシップ活動に関連し、以下の委員会を設置しています。 
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・ スチュワードシップおよびサステナブル投資委員会 

当社のコーポレート・ガバナンス、エンゲージメント及びスチュワードシップ活

動に関する基本方針を所管しています。同グループは、ESG に関する豊富な経験

を有する専門家から構成され、調査分析に裏付けられた投資の視点を活用し、エ

ンゲージメントとスチュワードシップ活動に関して戦略的なアドバイスを行いま

す。 

・ ガバナンス・議決権行使委員会 

ガバナンス・議決権行使委員会は、投資先企業に係るガバナンスと議決権行使に

関する社内規程の策定、議決権行使に関する分析、代理行使する外部機関選任を

所管します。当該委員会には、前述の通り、最高投資責任者やポートフォリオ・

マネージャーだけでなく、法務・コンプライアンス部門のシニアマネジメントも

参加しており、中立性が図られています。 

 

3. 従業員の教育・研修体制 

当社では、継続的に業界内の新しいプラクティスに関する教育を取り入れておりま

す。投資プロフェッショナルは、金融取引業規制機構（FINRA）その他の規制機関が

定める継続的な教育要件を満たすことが義務付けられています。また、スチュワード

シップ・コードに関する事項を含め業務関連の研修プログラムも随時実施していま

す。 

 

当社は、受託者責任を徹底するため、長年にわたりポートフォリオ運用、リサーチ及

びトレーディングの規律あるプロセスやアプローチを確立してまいりました。新入社

員は実務の現場において専門分野のトレーニングを受け、業務に必要な知識を学ぶ体

制を整備しています。経験豊富なシニア・スタッフから「現場で」直接学ぶことによ

り、効率的な社内教育と当社の投資哲学、使命、規律の徹底を可能としています。ま

た、社内で運用における経験・知識共有を奨励しており、全社員が参加可能な勉強会

等を定期的に開催することで、各従業員の専門外の分野について学び共有する環境を

提供しています。これらの勉強会には多くの社員が出席しており、当社の協調を重ん

じる文化が反映されています。 

 

4. 運用機関の経営陣の能力・経験 

当社の経営陣は、スチュワードシップを遂行するための適切な能力と運用業界におけ

る豊富な経験を備え、実効的なスチュワードシップ活動を推進しています。また、ス

チュワードシップ活動を所管するスチュワードシップおよびサステナブル投資委員会

やガバナンス・議決権行使委員会を設置し、独立性と透明性が確保された経営管理体

制を構築しています。 
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5. 他の機関投資家との意見交換の場 

 

 当社グループは、国連責任投資原則（UN PRI）に署名し、日本版スチュワードシッ

プ・コード、気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）への賛同を表明していま

す。さらに、Sustainability Accounting Standards Board（現・IFRS サステナビリティ同

盟）、CDP、Global Impact Investing Network（GIIN）、US Strategic Investor Initiative

（SII）、US Forum for Sustainable and Responsible Investment（US SIF）、国連グロー

バル・コンパクト、英国 Impact Management Project（IMP）、アジア・コーポレー

ト・ガバナンス協会（ACGA）など、数多くのイニシアチブにも参加しています。 

 

 


